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電力問題の解決と
日本の成長戦略
～強靭・低炭素な電力システムへ～

溝端 幹雄

エネルギー自給率が低く、専ら供給側による電力需給の調整を行ってき

た日本では、電力料金が高止まりしやすい。電力は経済活動のインフラと

して、安定的かつ経済的に利用される必要があるとともに、世界的な低炭

素化の流れの中で、電力供給が環境面に与える影響も十分に踏まえる必要

がある。

こうした問題を解決するためのポイントは、効率化と多様化にある。こ

の２つは電力の安定化や低コスト化に役立つだけでなく、環境面での改善

（低炭素化）にも大きく貢献する。具体的には、価格メカニズムやＩＣＴ

を活用した電力需要の効率化、発電効率の向上やコジェネレーションによ

る電力供給側の効率化、再生可能エネルギーの利用や化石燃料の調達ルー

トの分散、そして送電網の連携強化といった電源・調達先の多様化である。

現在の電力システムを強靭かつ低炭素なものに変えるには、民間企業の

イノベーションを最大限に引き出すことが重要である。そのためには、政

府が電力自由化の早期取り組みを行い、さらにトップランナー基準の適用

範囲の拡大や技術輸出の拡大を促す貿易ルールを確立するなど、民間企業

にインセンティブを与える優れた環境づくりが、今後の成長戦略として必

要だろう。

１章 再考を求められる日本の電力システム

２章 電力問題を解決するための効率化と多様化

３章 電力問題の解決に向けた官民挙げた成長戦略

４章 まとめ：イノベーションで強靭かつ低炭素な電力システムへ
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本稿では、昨今の日本が抱える電力問題の解決

に向けて、成長戦略の観点からどのような貢献が

できるのか、その方向性について論じてみたい。

まず１章では、現在の日本の電力システムが抱

える問題について述べる。環境面や安全面での配

慮から電力料金の上昇が懸念されているが、そも

そもエネルギー自給率が低く、専ら供給側による

電力需給の調整を行ってきた日本では、構造的に

電力料金が高止まりしやすいことを述べる。２章

では電力問題を解決するためのポイントとして、

効率化と多様化に焦点を当てる。この２つの取り

組みは、電力の安定性や経済性に役立つだけでな

く、環境面での改善（低炭素化）にも大きく貢献

することを指摘する。続く３章では、電力問題の

解決には民間の取り組みが重要なことを指摘する

とともに、民間企業のイノベーションを促進する

ような環境づくりが今後、政府の成長戦略として

きわめて重要な役割を果たすことを強調したい。

１章　再考を求められる日本の電
力システム

１．脆弱な日本のエネルギー

日本はエネルギー供給の面で非常に脆弱な構造

を抱えている。図表１で見るように、日本のエ

ネルギー自給率１は他国と比べて圧倒的に低く、

20％弱（2010 年）であった。これはウランの再

利用が可能な原子力発電を準国産エネルギーとみ

なした場合の数字である。もし原子力を除いて、

水力などの再生可能エネルギー等だけで計算すれ

―――――――――――――――――
１）輸入も含めた国内で供給されるエネルギーのうち、国内で生産されるエネルギーの割合を見たもの。

図表１　世界のエネルギー自給率（2010年）

（注）数字は原子力を含むベースで見たエネルギー自給率
（出所）ＩＥＡ, "Energy Balances of OECD/Non-OECD Countries"から大和総研作成
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ば、日本のエネルギー自給率はわずか４％（同）

へと低下してしまう。ちなみに 2011 年は一部の

原子力発電が停止したために、日本のエネルギー

自給率は 10％と大幅に下がり、主要先進国では

台湾を抜いて最も低くなっている。

国家運営を行う上でエネルギーの安定的な確保

は非常に重要であり、エネルギー自給率の低さは

安全保障面で危うさを孕んでいる。例えば中国や

インドなどの新興国ではエネルギー需要が増大し

ており、石炭・石油・天然ガスといった化石燃料

の価格は世界的にも上昇傾向にある。もちろん、

シェールガス・シェールオイルなどの非在来型資

源の開発が近年は活発になりつつあるが、今後は

非在来型資源を開発するためのコストも上昇する

可能性が高い。

さらに、自給率が低いと化石燃料の供給国が値

段を引き上げる誘因を持ちやすいので、輸入国の

化石燃料コストが一層高止まりする懸念がある。

日本同様、エネルギー自給率の低い韓国等でも、

と、燃料価格の上昇の影響を大きく受けてしまい、

電力料金の上昇圧力が強まるというデメリットが

ある。最近では主に燃料価格の上昇により、日本

の名目ＧＤＰに占める化石燃料輸入額の割合が急

激に上昇しており（図表３）、貿易収支の赤字化

の一因にもなっている。これは国富の流出という

面からもマイナスである。

エネルギー自給率の低さは、需要が拡大すると

化石燃料の輸入を大幅に増やすことになるが、同

時に CO2 排出量や NOx、SOx 等の温暖化ガスの

排出も増やしかねない。現在、CO2 排出量には各

国で違いはあるものの、低炭素化に向けた取り組

みは先進国・新興国に限らず世界各地で広がって

おり、今後は環境制約を踏まえたエネルギー利用

も進めなければならない。これもエネルギー利用

のコスト要因となる。

一方、エネルギー需要の面でも日本は不安を抱

えている。今後、日本の人口は減少していくが、

それでも 1 億人を切るのは 2040 年代後半と 30

図表２　ＬＮＧ輸入平均価格（2010年平均）

（出所）ＩＥＡ資料から大和総研作成
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年以上も先になることが予想されており（国立社

会保障・人口問題研究所推計）、当分の間、エネ

ルギー需要は高水準が続くものと思われる。さら

に、現代の経済社会は非常に高度化されており、

その維持には大量のエネルギーを必要とする。し

たがって、安価かつ安定的にエネルギーが供給で

きなければ、経済社会に大きなダメージを与える

ことになりかねない。

２．電力は様々な一次エネルギーから加
工された二次エネルギー

こうした脆弱なエネルギー供給の上に成り立っ

ているのが日本の電力システムである。ここでエ

ネルギーと電力の定義を明確にしておきたい。

エネルギーは、われわれが経済活動を行う上で

欠かすことのできないものだが、そのままでは利

用可能でないことが多い。そこで原料となる一次

エネルギーを電力会社等（これを転換部門という）

が加工することで、家計や企業が利用しやすい二

次エネルギーという最終消費財が作られる。例え

ば、石油や天然ガスといった様々な一次エネル

ギーを転換部門が加工することで、電力や都市ガ

ス、ガソリン、灯油といったわれわれにとって身

近な二次エネルギーが生産されて、それらが民生

部門（家庭・業務等）や産業部門、そして運輸部

門において消費されるのである。

こうした身近な二次エネルギーの中でも、特に

必要不可欠なのが電力である。動力や照明、熱供

給といった様々な分野で使える利便性の高さや、

火を使わないために高齢者でも安心して使えると

いった安全面において電力のメリットは大きく、

われわれにとって最も身近なエネルギーであると

いえる。

図表３　名目ＧＤＰに占める化石燃料輸入額の割合

（注）石炭は事業用発電に使用される一般炭を使用
（出所）内閣府、財務省から大和総研作成
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３．高コストになりがちな現状の電力需
給の調整

大規模な蓄電設備がない現在の電力システムで

は、電力需給のバランスを取るために電力需要の

変動に合わせて、電力の供給側で稼働率を調整し

たり石油火力などのピーク電源を稼働させたりす

るなどの対応を行ってきた。そのため、一年で最

も電力需要の多い夏の午後でも電力供給が可能な

ように、それに合わせた電力供給設備を確保せね

ばならず、需要の少ない時期にはそれらの設備の

稼働率が大幅に下がってしまう。そうした発電設

備の非効率性が高まる結果、発電コスト（電力料

金）を押し上げる要因となっていた。

こうした日本の供給主体の電力システムは、先

に述べたエネルギー自給率の低さに起因する化石

燃料価格の高止まりと併せて、一層高い電力料金

を促すことにもなっている。

４．いかに安定性・経済性・環境性・安
全性（３Ｅ＋Ｓ）に配慮すべきか

電力は経済活動のインフラとしてきわめて重要

なものであるが故に、まずは安定的かつ経済的に

それが利用可能でなければならない。そして世界

的な低炭素化の流れの中で、電力供給が環境面に

与える影響も十分に踏まえる必要がある。さらに

今般の日本での原発事故を教訓とすれば、安全性

にも特段の配慮が求められるのは当然である。し

たがって今後、電力を供給するためには、その

前提としてエネルギーの安定性・経済性・環境

性、そして安全性、すなわち３Ｅ＋Ｓ（Energy 

Security, Economy, Environment, and Safety） が

確保される必要があると考える。

こうした課題の解決には、何よりも多様なエネ

ルギー源を持つ、すなわちエネルギーの選択肢を

できるだけ増やすことが重要だ。その上で、各電

源の効率化（再生可能エネルギーの発電効率の向

上およびその合理的な活用、高効率・低炭素な最

新型火力発電の開発・導入）や安全性の確保、電

力需要の抑制、電力需給システムの効率化等が必

要となるだろう。

これらの課題に向けた取り組みは、日本企業の

研究開発や人材育成を促して成長基盤を確立す

るだけでなく、高い技術力を世界で積極的に売り

込んで市場を拡大するチャンスにもつながってい

く。さらに最近では、米国でシェールガスの供給

量が増加し、エネルギー価格の低下から製造業の

国内回帰が鮮明になっているという事例からも、

エネルギー価格の上昇を抑えることで、国内企業

の成長や雇用拡大を後押しする効果についても期

待できる。これら日本の電力が抱える課題の解決

に向けた取り組みが、今後、日本の成長戦略の大

きな柱の一つになるものと思われる。

２章　電力問題を解決するための
効率化と多様化

１．効率化

１）電力需要の効率化
（１）価格メカニズムの活用

電力需要は、東日本大震災を機に広がった節電

意識を背景にいったんは減少しているものの、一

般には経済規模と電力需要は強い相関があり、経

済成長すれば電力需要も伸びる傾向にある（図表

４）。

確かに、日本では２度の石油危機を契機に省エ

ネの取り組みが進み、図表５で示すように主に産

業部門で電力需要は抑制されてきた。しかし、家
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庭部門やオフィスなどの業務部門では相対的に節

電は進んでおらず、引き続き電力需要は伸びてい

る。もしこれら家庭部門や業務部門での節電が進

めば、今後は経済規模と電力需要との相関が弱ま

るかもしれないし、電力需要の水準自体が低下す

る可能性もある。

価格メカニズムを活用するメリットは、無駄な

電力使用を抑制し、またはピーク時の電力需要を

カットして需要の変動をならすことで、余剰な発

電設備の削減や発電設備の平均稼働率の引き上げ

によって、発電コスト（電力料金）を低下させる

点にある。さらに電力需要の水準が下がれば、化

石燃料の削減で CO2 を減らし、安全保障面でも期

待できる。

価格メカニズムが有効に機能するには、一連の

発送電分離、すなわち、発電市場と小売市場の自

由化や、競争が適正に行われているかどうかを監

視する新たな独立機関の設立、そして送電・配電

会社への規制・監視強化等の、電力システム面の

改革が必要になってくる。

（２）ＩＣＴの活用
上述の価格メカニズムが有効に機能するために

は、まず人々が価格に関する情報を容易に手に入

れられることが必要だ。これはスマートメーター

を通じて可能となる。さらに価格が高いときに実

際に電力の使用量を抑えるといった行動が実際に

起こるには、得られた情報を使って自動的に電化

製品の使用をコントロールできるアプリケーショ

ンが必要である。そこで、ＨＥＭＳ（家庭・エネ

ルギー管理システム）やＢＥＭＳ（ビル・エネル

ギー管理システム）といったＩＣＴ（情報通信技

術）の利用も欠かせなくなる。このようにＩＣＴ

は電力需要の効率化に非常に大きな役割を果たす

ものと考えられる。

またＩＣＴの利用は、再生可能エネルギーの大

量導入の観点からも重要である。太陽光や風力の

ような自然条件に左右される再生可能エネルギー

を大量に導入すると、電力供給が不安定になるこ

とから、ＬＮＧ火力を中心としたバックアップ電

源の起動と電力需要の制御が連動する、複雑な電

力システムの構築が必要になる。さらに地域内で

電力需給のむらが生じた場合、太陽光のような分

散型電源とスマートグリッドを使って電力を融通

し、地域内の需給システムを効率化させることも

できる。

電力は需給を常に一致させる必要があり、その

一方で在庫のような保存が難しいので、ＩＣＴを

通じて電力需給の効率化を図ることが、３Ｅ＋Ｓ

を実現するためにも重要であると考えられる。

２）電力供給の効率化
（１）電力の発電効率の向上

化石燃料の輸入をできるだけ抑えるには、電力

需要の効率化（抑制）だけでなく、電力供給の利

用効率の向上も重要である。図表６（点線で囲ま

れた部分）からも分かるように、主に電力部門（事

業用発電）で投入された多くの一次エネルギー国

内供給が、最終エネルギー消費として消費者に届

くことなく消失している。これは電力を生産する

過程で生み出される排熱やタービンの駆動として

一次エネルギーが利用されてしまい、全ての一次

エネルギーが発電機の駆動（つまり発電）に回さ

れるわけではないという、技術的な問題の所在を

表している。

もちろん、図表７で示すように日本の火力発電

所の発電効率（＝熱効率）は年々改善している。

ここで発電効率とは、消費した燃料の熱エネル



13

電力問題の解決と日本の成長戦略

図
表
６
　
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
バ
ラ
ン
ス
・
フ
ロ
ー
（
20
10
年
度
）

（
出
所
）
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
白
書
20
12
」
か
ら
大
和
総
研
作
成

一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
国
内
供
給
22
,0
91

2,
49
5

原
子
力
発
電

エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
／
転
換
損
失
　
等

（
注
）1
. 本
フ
ロ
ー
図
は
、我
が
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
フ
ロ
ー
の
概
要
を
示
す
も
の
で
あ
り
、細
か
い
フ
ロ
ー
に
つ
い
て
は
表
現
さ
れ
て
い
な
い
。

　
　
　
特
に
転
換
部
門
内
の
フ
ロ
ー
は
表
現
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
に
留
意
。

　
　
2.
 「
石
油
」は
、原
油
、Ｎ
Ｇ
Ｌ
・
コ
ン
デ
ン
セ
ー
ト
の
他
、石
油
製
品
を
含
む
。

　
　
3.
 「
石
炭
」は
、一
般
炭
、無
煙
炭
の
他
、石
炭
製
品
を
含
む
。

　
　
4.
 「
自
家
用
発
電
」の
「
ガ
ス
」は
、天
然
ガ
ス
及
び
都
市
ガ
ス
。

1,
52
8

8,
85
3

原
油
8,
14
3

石
油
製
品
71
0

4,
98
2

一
般
炭
・
無
煙
炭
3,
28
9

原
料
炭

石
炭
製
品

14

1,
67
8

2,
49
5

原
子
力

水
力
・
地
熱
等

天
然
ガ
ス

精
製
用
原
油

Ｎ
Ｇ
Ｌ・
コ
ン
デ
ン
セ
ー
ト

49
1

7,
42
4

1,6
70

46
4

68
5

（
投
入
量
計
　
8,
43
7）

原
子
力

2,
49
5

68
5

都
市
ガ
ス

60

天
然
ガ
ス

石
油

石
炭

2,
34
7

56
4

2,
28
6

発
電
損
失

4,
95
3

電
力
3,
47
9

水
力
等

ガ
ス
（
※
）

石
油
石
炭

04 27
5

36
1

電
力
49
9

70
5

発
電
損
失

天
然
ガ
ス

石
油
製
品

他
転
換

1,
67
0
48 19

1,
71
6

精
製
用
原
油
等

（
投
入
量
計
7,
91
5）

産
業
用

重
油
等

輸
送
用

軽
油

他
輸
送
燃
料

発
電
用

原
料
用
ナ
フ
サ
・
Ｌ
Ｐ
Ｇ
等

高
炉
吹
込
用
・
セ
メ
ン
ト
焼
成
用
石
炭

石
油
製
品

一
般
炭

原
料
炭

コ
ー
ク
ス
・
副
生
ガ
ス

14 23
1,
80
3（
投
入
計
）1
,8
40

石
油
石
炭
そ
の
他

25
6

24
7

43
5

転
換
損
失
16
4

蒸
気
77
4

37
5

ガ
ソ
リ
ン
2,
00
7

輸
送
用1,
34
7

灯
油
・
Ｌ
Ｐ
Ｇ
等

民
生
用

7,
91
5

石
油
精
製

石
油
化
学

一
般
炭

20
9

石
炭
製
品
製
造
用
原
料
炭

1,
80
3

46
4

高炉
吹込
用・
セメ
ント
焼成
用石
炭

産
業
用
ガ
ス

▲
7,
11
7

38
7

3,
59
1

家
庭
用
ガ
ス

業
務
用
ガ
ス 転
換
部
門
投
入
・
消
費
等

1,3
17

産
業
用
石
油
製
品
2,
75
8

転
換
部
門
投
入
・
消
費

50
3

転
換
部
門
投
入
・
消
費
等

電
力

98
1

都
市
ガ
ス

石
油
製
品

そ
の
他

1,
09
9

42
7

60
9
19

2,
15
4

電
力

都
市
ガ
ス

石
油
製
品

そ
の
他

1,
23
6

79
8

73
7 47

2,
81
8

ガ
ソ
リ
ン

軽
油

ジ
ェ
ト
燃
料
油

Ｌ
Ｐ
Ｇ
・
電
力
他

2,
13
8

ガ
ソ
リ
ン

軽
油
重
油
他

1,
29
7

6,
57
2

電
力

都
市
ガ
ス

天
然
ガ
ス

新
エ
ネ
等

1,
18
9

22
5 66 7

石
油
製
品

産
業
用
蒸
気

2,
75
8

62
2

石
炭
（
製
品
）
1,
70
4

最
終
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

14
,9
74

12
3

11
5

19
4

1,
70
1

30
5

85
8

13
4

36
7

1,
33
7

電
力

産
業

産
業
用
蒸
気

77
4
15
2

産
業
用
蒸
気

62
2

石
炭
製
品
製
造

天
然
ガ
ス

4,
23
4

天
然
ガ
ス
32

発
電
用
天
然
ガ
ス

2,
34
7

家
庭
用

業
務
用

輸
送
用
燃
料

3,
36
3

旅
客
用

貨
物
用

民
生
家
庭

石
炭

発
電
用
一
般
炭

2,
08
5 自
家
発
用
一
般
炭
22
9

運
輸
旅
客

運
輸
貨
物

民
生
業
務

発
電
用
原
油

18
9

石
油

都
市
ガ
ス

自
家
用
発
電

水力
・地
熱・
新エ
ネ等

（
単
位
：
10
15
Ｊ
）

自
家
消
費
送
配
電
損
失
等

事
業
用
発
電



14 大和総研調査季報　2013 年 新春号 Vol.9

ギーのうち、有効に電気に変換されたものの割合

を指す。しかも第３章で述べるように、日本の火

力発電の発電効率は世界最高水準とされており、

技術的な課題は着実に克服されつつあるといえ

る。

しかし、このような発電損失をさらに減らして

いく（発電効率を引き上げる）ことは、今後の電

力を取り巻く環境から様々な意味で重要になって

くるものと思われる。例えば、燃料費を節約でき

るため電力料金を引き下げることができる。日本

のようなエネルギー自給率が低い国では、化石燃

料の輸入が減らせることから、安全保障面でも大

きく貢献する。しかも、同じ発電量を得るのに必

要な化石燃料の量が減るので、発電量当たりの

CO2 排出の削減（低炭素化）にもつながり、環境

面でもメリットが大きい。

以上の点から、今後はこうした火力発電の分野

でイノベーションを一層加速させていく必要が

あるだろう。それが自国の電力問題の解決に役立

つだけでなく、世界中の低炭素化や低コスト化に

も大きな貢献を果たすことにもなるものと思われ

る。

（２）コジェネレーションによる面的利用の拡
大

日本のみならず、世界でも都市化の傾向に拍車

が掛かっている。都市化は一定の地域に人口が集

中するため、それを利用してエネルギーの利用効

率の向上が図れるというメリットがある。それを

実現するのが、コジェネレーションによる電力と

熱の併給である。

コジェネレーションでは発電を行うと同時に、

17.21

22.2318.86
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31.89

37.11 37.75
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40.90 41.86

34.74
35.93 36.39

29.80

36.25 36.31 37.05 37.21
38.87 39.21 40.21

15

20

25

30

35

40

45

1951 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010
（年度）

（％）

発電端

送電端

図表７　火力発電所の熱効率（10電力計）

（注）1975年度までは沖縄電力を除く９電力計。発電端は本来の発電効率、送電端とは
発電所内で消費された電力を差し引いた実際に送電されるベースで見た発電効率である

（出所）電気事業連合会ウェブサイトから大和総研作成
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そこで生じる熱を捨てずに、給湯や空調（冷暖房）

として活用するものである。ある限定された地域

内でのみ電力や熱供給を行うものだが、ＬＮＧ等

の一次エネルギーの利用効率を高める方法として

注目されており、しかも、限られた地域内で電力

を供給するため、送電によるエネルギーロスも最

小限に抑えることができる。

このようなコジェネレーションによるエネル

ギーの面的な利用が広がれば、電力も含めたエネ

ルギーコスト全体の節約にもつながり、経済性や

安全保障面でのメリット、そして低炭素化にもつ

ながる。最近ではコンパクトシティやスマートシ

ティといった考え方が注目されているが、コジェ

ネレーションの活用も、集積の利益で有限な資源

を効率良く利用するという発想である。最近では、

世界中の都市が優秀な企業や人材を奪い合う都市

間競争が一層激しくなっている。都市としての東

京圏（東京都およびその周辺）の魅力や競争力を

維持・発展させていくためにも、今後はコジェネ

レーションを都市インフラの一つとして位置付け

ていくような成長戦略も必要になるものと思われ

る。

２．多様化

１）電源の多様化
（１）再エネの拡大、火力発電の有効活用

エネルギー自給率が４％、原発を含めても

20％にすぎない日本では、電源の多様化を進め

ることが必要不可欠である。一方、環境面や安全

面での配慮も必要だ。多様化は効率性を犠牲にし

て発電コストを高める要因にもなるが、それは安

全保障のために許容すべきコストと考えられる。

その意味で、従来は導入量の限られていた地熱や

中小水力、太陽光、そして風力等を使った、再生

可能エネルギーによる発電の拡大は積極的に進め

るべきである。

ただし、それらの導入には合理的な基準を重視

しなければならない。あまりにも高いコストであ

るとか、適材適所を考慮しない大量の導入で逆に

環境負荷をかけるものであってはならない。

その意味で、地熱発電の推進は日本のおかれた

状況を考えると望ましい。（独）産業技術総合研

究所によると、日本は地熱資源量が世界第３位

（2,347 万 kW）で、原子力発電 23 基分以上の能

力を有しており、CO2 を排出することもなく安定

的な発電量が得られる。これはベース電源として

同じ特徴を有する原子力の有力な代替となり得

る。当初の建設に要するコストは比較的高いもの

の、運用期間が長く追加的な費用もかからないた

め、長期的には発電コストが火力発電と同程度と

なる。こうした有力電源を開発していくことは、

日本のエネルギー安全保障に大きく貢献するもの

と思われる。

また、環境面から天然ガスによる発電が注目さ

れているが、安全保障上、天然ガスに過度に頼る

のは危険である。次章で述べるように、最近では

高効率かつ環境面に配慮した石炭火力発電の開発

や導入も進みつつある。低コスト化や低炭素化を

進めることで、石炭も含めたバランスの取れた火

力発電の構成を探るべきと思われる。

（２）化石燃料の調達先の多様化
石油と天然ガスは中東やロシア等に偏在してお

り、石炭に比べると地政学的リスクに晒されやす

い。今後、シェールガス革命で生産量が増えた米

国からＬＮＧで輸出される可能性はあるものの、

世界的な環境意識の高まりやガス火力の発電効率

の高さ、エネルギー安全保障上の理由等から、世
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界で天然ガス・ＬＮＧの争奪戦となる可能性が高

い。従来は東アジアで需要が多かったＬＮＧは現

在、欧州でもその需要が高まっている。その背景

には、ロシアからのパイプラインによる天然ガス

の供給途絶への懸念があるとされており、調達先

の多様化を急ぐ動きとして表れている。

ＩＥＡ（2012）によると２、石油や石炭の消費

量は今後も増加すると予想されるが、天然ガスに

ついては先進国・新興国の両方で増えるため、石

油・石炭以上に大幅に伸びるものと見込まれてい

る。日本はＬＮＧの最大輸入国であるが、今後は

カナダ等からのＬＮＧ輸入やロシアとのパイプラ

インによる調達にも目を向けるなど、複数の天然

ガス調達ルートを確保していくことが、化石燃料

を安定的に輸入し、かつ、供給国との価格交渉力

を高めて輸入価格の上昇を抑える観点からも、重

要であると考えられる。

（３）電力自由化による電力の調達先の多様化
電力自由化の骨子は、発電と小売を自由化し、

送電と配電を規制・監視することである。送電と

配電は電力の流通部門であり、電力システムを支

える重要なインフラである。川上で様々な地域や

電源によって発電された電力は、送電や配電とい

う流通インフラを介して川下の小売部門と結びつ

き、その小売部門は様々な調達先から仕入れた電

力を消費者に向けて販売する。

発電事業者にも多様性があり、小売事業者にも

多様性がある。例えば再生可能エネルギーは、北

海道・東北・北陸・九州といった地域で相対的に

豊富だとされる。しかしそれが、当該地域の電力

需要を上回り、需給調整が難しくなってしまう懸

念もあることや、必ずしも当該地域の電力需要に

対する好みとは一致しない可能性もある。電源に

は再生可能エネルギーだけでなく、ＬＮＧや石炭

等で発電される電源もあり、それぞれに発電コス

トも異なる。高くても再生可能エネルギーによっ

て発電された電力を受けたい人もいるだろうし、

できるだけ安い電力や安定的な電力を好む人もい

るだろう。

ところが現在の電力供給体制では、こうした電

力の供給側と需要側の多様性が認められず、均質

的な電力しか取引されないという制約がある。し

かも、電力市場が一定地域で限定されているので、

域内の電力需給のバランスが崩れた場合、まずは

稼働率の制御が可能なＬＮＧ・石油火力のような

電源によって需給バランスを回復するか、それで

も無理な場合は多少の電力融通を他地域から行う

か、最終的には計画停電等の非効率な措置を取ら

なければならなくなる。

もし価格メカニズムが働けば、需給逼迫時には

電力料金が上昇し、電力供給は増加、電力需要は

抑制されて、理論的には電力需給バランスは回復

する。しかし、あまりにも高い電力料金が実現し

ないと需給バランスが回復しないとなれば、需要

側に大きな負担をかけかねない。そこで、他地域

からの電力融通を容易にして供給量を増やすよう

なインフラを構築すれば、電力の安定供給に大き

く貢献すると考えられる。これは、貿易自由化で

他国とのつながりを広げることで、食糧不足が生

じても調達が容易になるという食料安全保障の発

想と同じである。価格メカニズムの導入に加えて、

電力の送電網の統一化もしくは連携強化を行うこ

とは、市場機構を活用した電力の安定供給に大き

―――――――――――――――――
２）ＩＥＡ [2012], World Energy Outlook, International Energy Agency.
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く貢献することになる。

こうした電力の供給側と需要側の多様化を実現

するには、発電市場と小売市場の自由化が必要

である。さらに送電・配電部門は供給側と需要側

の自由な経済活動を支える流通インフラであるた

め、様々なプレーヤーが自由に参入・退出できる

ような環境を整えるために、政府による送電・配

電部門の規制・監視の強化が必要である。このよ

うな発送電分離を行うことで、従来の発電設備の

部分最適から全体最適を実現し、全国規模でみた

発電設備の有効活用につながる。特に地域的に偏

在している再生可能エネルギーが大量に導入され

るようになると、そのメリットは一層大きくなる。

その結果、全体的にみた発電コストは低下するも

のと考えられる。さらに供給の安定性、再生可能

エネルギーの導入促進による低炭素化、電力料金

メニューの多様化による人々の厚生水準の向上、

といったメリットも出てくるものと思われる。

３．効率化と多様化によって同時に低コ
ストや低炭素も実現できる

以上でみたように、電力需給を効率化すること

や電源および資源・電力の調達先を多様化するこ

とは、エネルギー安全保障の面から最適な電力シ

ステムを構築する上で、日本にとって必要不可欠

な戦略と考えられる。かつ、こうした効率化と多

様化を進めることは同時に、化石燃料の使用抑制

によって低コストや低炭素も実現できるのであ

る。こうした方向で民間の取り組みを促せば、イ

ノベーションが起こって日本の経済成長に寄与す

るとともに、日本が抱える電力問題にも対処でき

るものと思われる。

３章　電力問題の解決に向けた官
民挙げた成長戦略

１．民間のイノベーション

１）電力需要を抑えるＨＥＭＳ / ＢＥＭＳや
節電機能を高めた電化製品

電力需要側の技術革新には、ＨＥＭＳやＢＥＭ

Ｓを使った電力需要の制御がある。先述のように、

リアルタイムで電力料金や電力使用量が把握でき

るスマートメーターは、ＨＥＭＳやＢＥＭＳと呼

ばれるアプリケーションとつながることで、それ

ら情報に基づいた最適な電力の利用を実現でき

る。電力料金が高くなれば電化製品の使用を自動

的に抑えることで、人手に頼らず効果的に電力需

要を抑制できる。現在、こうした実証実験が北九

州市や横浜市等で行われている。

また、節電機能を向上させた電化製品の普及も

重要だ。日本では経済産業省がトップランナー基

準というものを設けており、当該製品群の中で最

も省エネ性能の高い製品を選び、数年で他の製品

もその水準にまで達することを求めている。利用

できる資源が乏しい中で、できるだけ無駄のない

エネルギーの活用を促進するためのインセンティ

ブを制度として埋め込んでいる。こうした制度の

適用範囲を拡大することで、電力需要の効率化に

貢献する技術革新を促し、企業が国内外で競争力

を高める上で大きなメリットがあるものと考えら

れる。

２）高効率かつ低炭素な最新型火力発電
原子力発電所の再稼働が進まない中、火力発電

の重要性がますます高まっている。太陽光や風力

による発電は化石燃料に頼らず CO2 を排出しな

いというメリットがあるが、発電量が不安定であ
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るので、全体の発電量を安定させるためのバック

アップ電源としても火力発電の新たな役割が今後

出てくると思われる。しかし、化石燃料への依存

は CO2 排出量を増やし、世界的な燃料価格の上昇

や円安となれば輸入額の大幅な増加を招くことに

もなる。そのため、少ない化石燃料でも多くの発

電が可能で、しかも CO2 排出量をできるだけ抑え

られるような火力発電の開発・導入が必要となる。

先述したように、火力発電の発電効率（投入し

たエネルギーのうちどれだけ電力としてエネル

ギーを取り出せたのかを示す割合）は年々上昇し

ている（前掲図表７）。発電効率を高めるために、

例えば、できるだけ高温・高圧の気体を作って高

速でタービンを回転させることや、また、発電時

に捨てられていたエネルギー（廃熱など）を無駄

なく使うといった工夫などが考えられている。

最近、天然ガスが注目されるのは、その発電

効率の高さと環境負荷が相対的に小さいことで

ある。例えば、ガスタービン・コンバインドサ

イクル発電（ＧＴＣＣ：Gas Turbine Combined 

Cycle）では、天然ガスを燃焼させて発電機を回

し、そこで排出された熱を再利用して作った蒸気

でもう一度発電機を回すという方法をとる。その

結果、通常の平均的な火力の発電効率は 40％前

後とされるが（図表７）、2013 年秋に運用開始

が予定されている最新型のＧＴＣＣの発電効率で

は 54％となっている３。現在、国家プロジェクト

として開発中の次世代ＧＴＣＣになると、発電効

率は 57％にまで高められるという。高橋［2012］

によると４、一般に発電効率は理論値で 75％まで

達成可能とされており、さらに燃料電池を合わせ

たトリプル・コンバインドサイクル発電では最高

で発電効率が 70％にもなって、理論値の限界に

さらに近づくことが可能となる。

一方、CO2 排出量が多いとされる石炭でも技術

開発が進んでいる。石炭火力でも高温・高圧の蒸

気に耐えられる発電設備を開発するだけでなく、

最近では石炭を蒸し焼きにしてガス化すること

で、ＧＴＣＣの方式を使って無駄なくエネルギー

を利用し、発電効率を 46 ～ 48％にまで引き上

げる石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ：Integrated 

coal Gasification Combined Cycle）が注目されて

いる。実際、2013 年春には 25 万 kW のＩＧＣ

Ｃの商用運転が予定されている５。発電効率の上

昇で使用する化石燃料が少なくなるので、同じ発

電量でも２割程度の CO2 排出量の削減が期待さ

れることや、水分量が多い低品位炭の利用が容易

になるといった、資源の有効活用の面でもメリッ

トが大きいといわれている。さらにこのＩＧＣＣ

に燃料電池を組み合わせる石炭ガス化燃料電池複

合発電（ＩＧＦＣ：Integrated coal Gasification 

Fuel Cell Combined Cycle）になると、石炭火力

で 55％以上もの発電効率が期待できるとされて

いる。さらに、CO2 分離・回収・貯留 ( ＣＣＳ：

Carbon Capture and Storage）技術を組み合わせ

た石炭火力の開発も始まっており、もしこれが実

現されると発電コストは高くはなるが、CO2 の排

出が全くない石炭火力発電が登場することにな

る。

日本のこうした火力発電の技術は世界のトップ

―――――――――――――――――
３）関西電力（株）姫路第二発電所向けの 1 号機（48.65 万 kW）。発電効率は送電端ベース。以後、2015 年 10 月ま

でに順次５基（48.65 万 kW ×５）のＧＴＣＣが導入される予定。
４）高橋毅［2012］『進化する火力発電』日刊工業新聞社
５）（株）クリーンコールパワー研究所が所有する実証機。2013 年４月に東京電力（株）と東北電力（株）が出資す

る常磐共同火力（株）勿来発電所に移管され、世界初の商用運転を始める予定。
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レベルにあるとされる。再生可能エネルギーによ

る発電だけでなく、今後は火力発電の技術をさら

に磨くことで、化石燃料の有効活用と環境負荷の

軽減といった世界的な課題の解決に貢献していく

べきだろう。もちろん、それは日本の成長にも大

きく寄与することになる。

３）日本の立地条件に適した再エネ技術の開
発

日本は周囲を海に囲まれた島国であり、起伏の

激しい地形や火山帯といった、厳しい自然環境の

中にある。これは、再生可能エネルギーで先を行

く欧州諸国とは大きく異なる点である。そのため、

欧州で開発された再生可能エネルギー技術が必ず

しも日本で適しているとは限らないように思われ

る。

例えば、風力は安定した偏西風が流れる欧州に

は適した電源ではあるが、日本では風況が安定し

ないため、欧州型の風力ではその威力が発揮しづ

らい面がある。そこで、日本の不安定な風況に適

した、全方位型の風力発電を開発するといった方

法が考えられる。また、日本が他国と比べて圧倒

的に有利なのは、水資源が豊富に存在するという

点である。そのため、大規模な水力発電は難しい

かもしれないが、中小水力で技術開発を進めてい

くことは日本の再生可能エネルギーの潜在力を最

大限に活かすためにも必要な戦略である。さらに

日本でポテンシャルが大きい地熱発電の技術力は

世界一とされており、実際、世界の地熱発電プラ

ントにおける日本のシェアは実に７割にも達して

いる（Bertani［2010］）。

こうした適材適所を意識した再生可能エネル

ギーを開発していくことは、日本の成長戦略にな

るものと思われる。そうした民間による開発を支

援するために、政府による規制緩和への積極的な

取り組みが期待される。

２．イノベーションを促す政府の成長戦
略

１）電力自由化の早期取り組み
平成 24 年７月に政府・電力システム改革専門

委員会が公表した「電力システム改革の基本方針」

で示されたように、発電部門と小売部門における

新規参入を促す一方で、送電部門と配電部門は中

立性と公平性を徹底するため規制・監視を強化す

ることが必要である。

具体的には、電力料金のリアルタイムでの変動

を認めるために、現在規制されている電力小売部

門（契約電力 50kW 未満）の自由化や、送配電

部門の広域性や中立性の確保、地域間連系線等の

強化、そして託送制度の見直しが必要である。

さらに、発電部門および小売部門が健全な形で

競争できる環境づくりが欠かせない。ただし、競

争の結果、少数の発電および小売事業者が寡占的

に市場を支配してしまう可能性もあり、その場合

は価格をつり上げるインセンティブが残ってしま

う。そこで、市場で健全な競争が行われているか

どうかを監視（モニター）する独立的な機関を電

力市場に設けること等が考えられる。

２）イノベーションを促進する制度設計（トッ
プランナー基準の適用範囲拡大）や貿易
ルールの確立

高効率かつ低炭素な火力発電設備は、今後は日

本だけでなく世界でも需要が高まるものと思われ

る。さらに発電効率を高めた再生可能エネルギー

も、長期的な需要は引き続き強いものと考えられ

る。
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こうした火力・再生可能エネルギーの技術開発

を促進するため、企業の研究開発を支えたり、輸

出を促進したりする制度や貿易ルールの確立が必

要である。例えば、節電機能を高めた電化製品の

技術開発を促すトップランナー基準の適用範囲を

拡大させることや、ＴＰＰ（環太平洋戦略的経済

連携協定）やＲＣＥＰ（東アジア地域包括的経済

連携）、日欧ＥＰＡといった民間企業の自由な活

動を保証する貿易ルール作りを急ぐべきだ。後者

の貿易交渉を進めることは、市場を海外へ拡大す

る際の様々な貿易障壁を取り除くメリットはもち

ろんのこと、それ以上に国内市場の競争圧力を高

めることで経済構造の改革を促し、企業の生産性

やイノベーションを高める効果がある。

ここで重要なのは、政府が直接企業活動にかか

わるのではないことである。例えば、企業に補助

金を与えるのは長期的には望ましくない。補助金

の供与は既得権益層を作りかねず、結果的には企

業の研究・開発インセンティブを削いでしまうこ

とにもなりかねないからである。さらに、将来性

のあると思われる産業を政府が具体的に支援して

いくターゲティング政策にも問題がある。イノ

ベーションはそもそも不確実でリスクの高いもの

であり、政府が将来性のある産業を特定すること

は実際には難しい。そうしたリスクの高いイノ

ベーションを支援するのは資本市場を通じたリス

クマネーであるべきで、そうした方向で企業活動

を支えるほうが望ましい。

政府の本来の仕事は、経済活動を支える枠組み

を作ることであって、規制緩和を行って企業の自

由な発想を引き出し、様々なビジネスチャンスを

与えるような制度環境を整えることである。これ

が、政府が採るべき日本の成長戦略なのではない

かと考える。

４章　まとめ：イノベーションで
強靭かつ低炭素な電力シス
テムへ

環境面や安全面への配慮から電力料金の上昇が

懸念されているが、そもそもエネルギー自給率が

低く、専ら供給側による電力需給の調整を行って

きた日本では、もともと電力料金が高止まりしや

すい構造にある。電力は経済活動のインフラとし

てきわめて重要なものであり、安定的かつ経済的

に利用されるとともに、世界的な低炭素化の流れ

の中で、電力供給が環境面に与える影響も十分に

踏まえる必要がある。

こうした電力問題を解決するためのポイントと

して重要なのは、効率化と多様化である。この２

つの取り組みは、電力の安定性や経済性に役立つ

だけでなく、環境面での改善（低炭素化）にも大

きく貢献する。具体的には、価格メカニズムやＩ

ＣＴを活用した電力需要の効率化、発電効率の向

上やコジェネレーションによる電力供給側の効率

化、再生可能エネルギーの利用や化石燃料の調達

ルートの分散、そして送電網の連携強化といった

電源・調達先の多様化である。

現在の電力システムを強靭かつ低炭素なものに

変えてゆくには、民間企業のイノベーションを最

大限に引き出すことが重要である。そのためには、

政府が電力自由化の早期取り組みを行い、さらに

トップランナー基準の適用範囲の拡大や技術輸出

の拡大を促す貿易ルールを確立するなど、民間企

業にインセンティブを与える優れた環境づくり

が、今後の成長戦略として必要であると思われる。
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